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治
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三
月
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一
日

第
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刊
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行
政
機
関
の
休
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刊
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地
上
基
幹
放
送
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
の
通
信

と
は
異
な
り
、
輻
輳
に
よ
る
情
報
伝
達
の
途
絶
が
な

く
、
か
つ
即
時
性
、
説
得
性
が
高
い
特
性
か
ら
、
こ

う
し
た
国
民
の
生
命
・
財
産
の
安
全
確
保
に
関
わ
る

情
報
の
提
供
手
段
と
し
て
、
極
め
て
重
要
な
役
割
を

担
っ
て
い
る
。
特
に
消
費
電
力
が
少
な
く
電
池
の
み

で
受
信
機
が
長
時
間
稼
働
す
る
ラ
ジ
オ
放
送
は
、
停

電
時
に
お
い
て
も
情
報
入
手
が
可
能
な
メ
デ
ィ
ア
と

し
て
、
東
日
本
大
震
災
に
お
い
て
も
そ
の
高
い
有
用

性
が
改
め
て
認
識
さ
れ
た
。

〇
総
務
省
告
示
第
三
百
六
十
四
号

産
業
活
力
の
再
生
及
び
産
業
活
動
の
革
新
に
関
す
る
特

別
措
置
法
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
三
十
一
号
）
第
四
条

第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
民
間
地
上
基
幹
放
送
事
業
者

の
活
力
の
再
生
に
向
け
た
基
本
指
針（
事
業
分
野
別
指
針
）

を
次
の
よ
う
に
定
め
、
告
示
す
る
。

平
成
二
十
五
年
九
月
二
十
四
日

総
務
大
臣

新
藤

義
孝

一
基
本
認
識

地
上
基
幹
放
送
は
、
災
害
情
報
の
提
供
を
始
め
と
し

て
、
国
民
が
安
心
・
安
全
で
豊
か
な
生
活
を
送
る
上
で

必
要
不
可
欠
な
存
在
で
あ
る
。
特
に
、
東
日
本
大
震
災

に
お
い
て
は
、
被
災
情
報
、
避
難
情
報
と
い
っ
た
国
民

の
生
命
・
財
産
の
安
全
確
保
に
必
要
な
情
報
の
提
供
主

体
と
し
て
極
め
て
重
要
な
役
割
を
果
た
し
た
と
こ
ろ
で

あ
る
。
一
方
、
広
告
収
入
を
主
な
収
入
源
と
す
る
民
間

地
上
基
幹
放
送
事
業
者
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
の
他

メ
デ
ィ
ア
と
の
間
の
競
争
の
激
化
や
現
下
の
景
気
低
迷

等
に
よ
り
厳
し
い
経
営
状
況
に
置
か
れ
て
い
る
状
況
で

あ
る
。
こ
う
し
た
民
間
地
上
基
幹
放
送
事
業
者
に
お
け

る
現
状
と
課
題
は
以
下
の
と
お
り
で
あ
る
。

イ
放
送
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
靭
化
の
必
要
性

平
成
2
3年
３
月
1
1日
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震
災

に
お
い
て
、
テ
レ
ビ
放
送
各
社
、
ラ
ジ
オ
放
送
各
社

は
、
大
震
災
発
生
直
後
か
ら
、
通
常
番
組
を
中
断
し

て
特
番
編
成
に
よ
り
震
災
関
連
の
報
道
を
開
始
し
、

震
度
に
関
す
る
情
報
、
津
波
に
関
す
る
情
報
、
被
害

情
報
、
避
難
情
報
、
安
否
確
認
情
報
等
を
全
国
に
発

信
し
た
。

lllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllllll

〔
告

示
〕

〇
民
間
地
上
基
幹
放
送
事
業
者
の
活
力
の
再

生
に
向
け
た
基
本
指
針
（
事
業
分
野
別
指

針
）
を
定
め
る
件
（
総
務
三
六
四
）

J

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
の
登
録
を
抹
消
し
た

者
を
公
告
す
る
件

（
政
治
資
金
適
正
化
委
六
一
）

K

〇
政
治
資
金
規
正
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
登

録
政
治
資
金
監
査
人
名
簿
に
登
録
し
た
者

を
公
告
す
る
件
（
同
六
二
）

L

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
三
四
三
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
別
表
第
一

の
二
の
表
の
技
能
実
習
の
項
の
下
欄
に
規

定
す
る
団
体
の
要
件
を
定
め
る
省
令
第
一

条
第
一
号
ト
の
規
定
に
基
づ
き
監
理
団
体

を
定
め
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法

第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る

省
令
の
表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技

能
実
習
の
項
の
下
欄
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る

活
動
の
項
の
下
欄
第
二
十
九
号
の
規
定
に

基
づ
き
技
能
実
習
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
同
三
四
四
）

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

指
定
保
安
検
査
機
関
の
指
定
に
関
す
る
公
示

（
関
東
東
北
産
業
保
安
監
督
部
）

R

中
部
地
方
整
備
局
公
示（
中
部
地
方
整
備
局
）

労

働

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
青
森
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
一
、
山
形
同

一
、
京
都
同
二
、
広
島
同
一
、
香
川
同
一
）

J
I

国
家
試
験

平
成
二
十
五
年
度
特
定
侵
害
訴
訟
代
理
業
務

試
験
に
係
る
委
員
等（
工
業
所
有
権
審
議
会
）

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁有

権
者
申
出
方
関
係

J
I

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
会
社
更
生
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他

L
I

〇
外
国
弁
護
士
に
よ
る
法
律
事
務
の
取
扱
い

に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
七
条
の
規
定
に

よ
る
承
認
を
し
た
件

（
同
三
四
五
〜
三
四
八
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
農
林
水
産
二
四
五
八
〜
二
四
六
四
）

M

〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

施
行
に
伴
う
告
示
を
廃
止
す
る
件

（
国
土
交
通
八
七
七
）

〇
海
洋
汚
染
等
及
び
海
上
災
害
の
防
止
に
関

す
る
法
律
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し
た

件
（
同
八
七
八
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
八
七
九
、
八
八
〇
）

N

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
と
と

も
に
、
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
同
八
八
一
）

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
一
七
五
）

O

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
部
地
方
整
備
局
一
六
一
）

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
近
畿
地
方
整
備
局
二
〇
六
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
四
国
地
方
整
備
局
八
〇
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
九
州
地
方
整
備
局
一
六
三
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
一
〇
二
）

〔
国
会
事
項
〕

P

〔
人
事
異
動
〕

外
務
省

防
衛
省

P

〔
皇
室
事
項
〕

R

˜
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